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専門分野：

経　　歴：

ISO9001－電気、電子、設計・開発

インターテックの前身となるムーディー時代を含め、
契約審査員として約20年の実績

「コロナ禍におけるリモート審査」

審査員からのエッセイをお楽しみください。

　審査員が訪問して審査を行うことが当然でした

が、コロナ蔓延後は審査先への訪問が難しい

ケースも出てきたことから、それに対処するために

リモート審査の仕組みが準備されています。

　リモート審査における受審側のメリットとしては

直接の対面でないため外部から伺う審査員に対

するリスクがなくなります。デメリットは、審査時に参照する文書・記録等の事前送付をお願いすることや審査前

の接続テストなどの手間・負担が多少なりとも増えることです。又、審査員にとっては情報量が限られることから

審査先組織のためになる審査が行えているかが問われます。リモート審査のプラットホームは打合せの上、Zoom、Microsoft Teams、

スマホ、電話回線などを使用します。通信環境により不安定が発生することもあり、Zoom+スマホ等の組合せで続ける場合もあります。

審査に臨む際、互いに寛容の気持ちが必要になります。今後も、リモート審査は、審査が継続して実施できるツールだと思います。

　2020年10月に菅前首相は｢2050年カーボン2050年カーボン

ニュートラルニュートラル｣(CO2排出量を森林・海洋吸収量

とバランスさせること)、翌年4月に｢2030年温室2030年温室

効果ガスの排出量2013年比46%減以上効果ガスの排出量2013年比46%減以上｣を

宣言しました。これを受けて経済産業省による

「第6次エネルギー基本計画第6次エネルギー基本計画」が策定され、上記

宣言を具現化する中長期計画が2021年10月

22日閣議決定されました。内容は多岐にわたる

ので2030年迄の省エネ計画と2030年電源構成

に絞って紹介します。

■ 2030年までの省エネルギー計画2030年までの省エネルギー計画

　2015年に策定された省エネ計画では2030年

の温室効果ガス排出量を2013年比26%削減とし

ていましたが、今回の計画では2030年46%削減

に強化されました。このため、2015年に策定し

た省エネ対象項目約50件（原油換算エネル

ギー5036万kℓ）を見直し、数件の新規項目を加

え、原油換算6200万kℓ規模の省エネ計画とし

ていました。各部門の特徴的な例を示します。

－産業･転換部門:設備機械の改善、水素還元

製鉄、バイオマス製品の製造

－業務･家庭部門:ビル･住宅の断熱とパネル設

置推進

－運送部門:燃費改善､次世代自動車の普及､

貨物運送の効率化

■ 2030年電源構成計計画2030年電源構成計計画

2030年の電力需要は8640億kWh、これに要

する供給量は9340億kWhの見込みで、その電

源構成比を付表で示します。

　最大の問題は石炭火力19%と水素･アンモニア

1%を計上していることです。この原稿を作成して

いる11月3日現在、第26回気候変動枠組条約

締約国会議(COP26)が開かれていて、先進国

は「2030年石炭火力全廃」を宣言するようホスト

国から要請されています。そんな状況下で、日

本は世界の潮流に逆行する国として非難を受け

ることは必定でしょう。

　計画書には安価な水素・アンモニアを海外か

ら調達し、石炭と混焼してCO2排出量を下げるこ

とが記載されています。しかし、安価な水素･ア

ンモニアは化石燃料から製造するので製造元

で多量のCO2を排出することになります。

　原子力の20～22%も問題です。2030年の原発

による発電量は約2000億kWhですので現在再

稼働している原発10基分1000億kWhでは足り

ず、休止中の17基を総動員する必要があります。

これから8年間で地元住民の了解を得て、地震

対策・避難計画・廃棄物対策をクリアして再稼働

できるのは数基に留まり、原子力の割合が下が

ることになるように思います。

　さて、再生可

能エネルギー

についてはどう

でしょうか。計

画 書 に は 「 最

優先に最大限

導入」を明記し

ていますが、欧米各国が50～70%を掲げる中で、

日本の36～38%は少なすぎるように思います。

■ 第6次エネルギー基本計画をどう見るか第6次エネルギー基本計画をどう見るか

⑴私たちが目指す「2050年カーボンニュートラル

社会」は省エネ対応のみならず、温暖化の影響

を激しく受けつつ適応して行く社会でもあります。

住居、避難所、移動、働き方や生活の仕方も変

わることが予想されます。「2030年省エネ計画」

は現状の積み上げではなく「2050年カーボン

ニュートラル社会」の姿からのバックキャスティン

グも考慮されるべきと思います。

⑵本計画では、これまで世界の非難を浴びてき

た日本の石炭火力の推進を、2030年後も維持す

ることを明確にしました。「2050年カーボンニュー

トラル」との整合については排ガスの貯留と化学

処理して有効利用するとしていますが、実現性

が乏しく、理解は得られないでしょう。
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